
書式第１６号（法第２８条関係）

１． 重要な会計方針
　　

　 固定資産の減価償却の方法

消費税等の会計処理

２． 事業別損益の状況
（単位：円）

協力及び共助
に関する事業

情報の交換に
関する事業

教育及び訓練
に関する事業

調査及び研究
に関する事業

広報及び啓発
に関する事業

事業費計 管理費計 合計

Ⅰ　経常収益
受取会費 1,000,000 0 0 0 785,500 1,785,500 1,785,500 3,571,000

受取寄附金 1,500,000 842,337 2,342,337 2,342,337 4,684,674

受取助成金等 12,928,454 700,000 11,000,000 1,500,000 6,774,950 32,903,404 6,532,476 39,435,880

その他収益 0 0 0 0 0 0 20,727 20,727
経常収益計 15,428,454 700,000 11,000,000 1,500,000 8,402,787 37,031,241 10,681,040 47,712,281

Ⅱ　経常費用
人件費
役員報酬 0 0 0 0 0 0 2,005,500 2,005,500

給料手当 2,274,955 379,160 2,274,954 379,159 2,274,954 7,583,182 3,569,238 11,152,420

法定福利費 465,083 77,514 465,085 77,513 465,085 1,550,280 1,044,311 2,594,591

福利厚生費 3,000 500 3,000 500 3,000 10,000 0 10,000

通勤交通費 145,188 24,199 145,188 24,199 145,188 483,962 608,950 1,092,912

人件費計 2,888,226 481,373 2,888,227 481,371 2,888,227 9,627,424 7,227,999 16,855,423

その他経費
業務委託費 861,581 17,840 1,199,051 406,269 1,714,011 4,198,752 499,608 4,698,360

諸謝金 140,000 0 1,008,900 139,000 1,287,900 0 1,287,900

印刷製本費 157,822 26,304 618,734 26,305 1,914,096 2,743,261 131,519 2,874,780

会議費 244,636 453 494,348 453 86,770 826,660 18,686 845,346

旅費交通費 6,918,742 48,839 2,701,103 184,600 594,438 10,447,722 1,005,807 11,453,529

通信運搬費 118,071 18,115 133,565 106,161 400,342 776,254 129,197 905,451

消耗品費 191,914 8,288 174,931 8,287 49,721 433,141 63,776 496,917

賃借料 1,206,702 83,328 1,325,691 88,328 522,468 3,226,517 517,113 3,743,630

減価償却費 13,931 2,322 13,931 2,323 13,931 46,438 31,291 77,729

租税公課 2,800 0 1,000 3,800 58,400 62,200

給付金 2,130,000 0 2,130,000 2,130,000

雑費 14,457 2,308 27,680 62,788 16,610 123,843 78,837 202,680

支払手数料 91,484 614 27,333 10,436 14,266 144,133 85,190 229,323

その他経費計 12,092,140 208,411 7,726,267 895,950 5,465,653 26,388,421 2,619,424 29,007,845

経常費用計 14,980,366 689,784 10,614,494 1,377,321 8,353,880 36,015,845 9,847,423 45,863,268

当期経常増減額 448,088 10,216 385,506 122,679 48,907 1,015,396 833,617 1,849,013

（１）

科目

（５）

特定非営利活動法人 全国被害者支援ネットワーク

　計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年7月20日　2011年11月20日一部改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）
によっています。

什器備品・ソフトウェアの減価償却は定額法によっています。

消費税の会計処理は、税込方式によっています。　　　

 １．

 ２．

　　平成２８年度　　計算書類の注記

（１）

（２）

 ３．

 ５．



３． 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

8,330,768 5,195,406 2,147,388 11,378,786

0 607,001 0 607,001

 
合計 8,330,768 5,802,407 2,147,388 11,985,787

４． 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

什器備品 782,795 183,544 315,295 651,044 136,205 514,839

無形固定資産

ソフトウェア 168,700 0 0 168,700 47,798 120,902

投資その他の資産

定期預金 38,506,893 0 0 38,506,893 38,506,893

39,458,388 183,544 315,295 39,326,637 184,003 39,142,634

５．

　・　事業費と管理費の按分方法

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要
な事項

科目

合計

したがって使途が制約されていない正味財産は57,404,651円です。

翌期に緊急支援金の給付金として使用

備　　考

教育及び訓練に関する事業

協力及び共助に関する事業

当法人の正味財産は、69,390,438円ですが、そのうち11,985,787円は、下記のように使途が特定されています。

(給付金）

翌期以降災害時派遣事業に使用

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給与手当、法定福利費、福利厚生費、通勤交通費等につい
ては、従事割合に基づき按分しています。

内容


